
申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
 

所管課かい名 建設局土木部土木管理課 

許 認 可 等 の 内 容  
静岡市法定外公共物管理条例第２条第２号に規定する法定外公共

物における第４条第１項の規定による土地の占用の許可 

根拠法令等及び条項  
静岡市法定外公共物管理条例（平成15年静岡市条例第252号）第４

条 

行政庁 静岡市長 

法 

令 

の 

定 

め 

 静岡市法定外公共物管理条例 
 （定義） 
第２条 この条例において「法定外公共物」とは、次に掲げる公共の用に供されている財産で、市が管理するものをい

う。 
（１）市が所有する道路で道路法（昭和27年法律第180号）が適用されないもの 
（２）河川、湖沼、ため池その他の水流又は水面で河川法（昭和39年法律第167号）が適用又は準用されず、及び下水

道法（昭和33年法律第79号）が適用されないもの並びにこれらが存する土地 
（３）前２号に掲げる財産に附属する工作物、物件又は施設 
 （許可事項） 
第４条 次に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可を受けなければならない。 
（１）法定外公共物が存する土地を占用すること。 
（２）法定外公共物において、土石及び生産物を採取すること。 
（３）法定外公共物において、工作物を新築し、改築し、又は除却すること。 
（４）法定外公共物を横過し、又はその地下において工作物を新築し、改築し、又は除却すること。 
（５）法定外公共物において、土地の掘削、盛土若しくは切土その他土地の形状を変更する行為又は竹木の栽植及びそ

の伐採をすること。 
（６）法定外公共物の維持、修繕、改良等のため当該法定外公共物の構造を変更する工事を行うこと。 
（７）前各号に掲げるもののほか、法定外公共物の機能に影響を及ぼすおそれのある行為をすること。 
２ 前項各号に掲げるもののほか、第２条第２号に係る法定外公共物において、流水を占用しようとする者は、市長の

許可を受けなければならない。 
３ 前２項の規定にかかわらず、臨時若しくは緊急に必要な場合又は私人が所有する土地に存する法定外公共物に係る

場合は、これらの規定は適用しない。 
４ 市長は、第１項及び第２項の許可の際必要な条件を付けることができる。 
５ 第１項及び第２項の許可は、第６条に規定する期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、そ

の効力を失う。 
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 別紙のとおり  

設 定 年 月 日   令和６年９月25日設定（令和６年９月25日最終設定） 
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 許可申請書が提出された後14日以内 
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静岡市法定外公共物管理条例（平成 15年 4月 1日条例 252 号）第２条第２号の規定によ

る法定外公共物における第４条第１項に規定する土地の占用の許可に係る審査基準 

 

静岡市法定外公共物管理条例第２条第２号に規定する法定外公共物（以下「法定外公共

物（河川）」という。）は、流水及び水面の正常な機能を維持し洪水等による災害の発生を

防止することや、整備・保全が適切にされることで公共の福祉に寄与することを目的とし

ています。 

したがって、法定外公共物（河川）の管理は、その本来の目的が達成されるよう適正に

行なわれる必要があります。 

そのため、流水及び水面の正常な機能を阻害するなど、法定外公共物（河川）の目的に

支障を及ぼすおそれがある使用方法については、その使用を禁止又は制限し、個別に支障

の有無を判断した上で、許可を与えて使用させることとしています。（第３条、第４条） 

さらに、特定の人が、一般には許されない特別の使用を行うことができる権利を許可に

より設定し、法定外公共物（河川）を使用する場合があり、土地の占用がこれに該当しま

す。土地の占用は、法定外公共物（河川）の土地を排他的・独占的に使用することになる

ため、原則として、住民の生活又は事業のために法定外公共物（河川）の土地を使用する

ことが必要やむを得ないと認められる場合に限り、許可することができると解されます。 

一方で、河川法が適用される河川では、河川空間を活用したまちづくり、地域づくりを

推進する動きが全国各地で生じていること等を背景に、快適で賑わいのある水辺空間を創

出する観点から、民間の資金を活用し、河川敷地の多様な利用のより一層の推進を図る方

針が示されており、河川管理者が指定する区域（都市・地域再生等利用区域）に限って

は、民間事業者等が飲食店やオープンカフェ、広告板の設置などの営業活動に使用するた

めに、土地の占用を許可できるものとしています。（河川敷地占用許可準則・平成 11年８

月５日建設省河政発第 67号建設事務次官通達） 

このような公共用物に求められる社会的な事情を勘案し、法定外公共物（河川）では、

その本来の目的に支障を及ぼさない範囲において、地域社会のニーズへの対応としてその

必要性が広く認められる場合には、営業活動に使用する土地の占用を許可するものとしま

す。 

 

法定外公共物（河川）において、営業活動に使用するための土地の占用の許可の申請が

あった場合は、その申請に係る申請書の記載に加え、土地を使用しようとする者の性質

（個人、団体又は法人の区別、その目的、事業又は活動の内容等）、使用の目的（営業活

動の内容）、使用の形態等の事情を総合的に考慮して、その法定外公共物（河川）の目的

に支障を及ぼさない範囲の使用方法であるかどうか、地域社会のニーズへの対応としてそ

の必要性が広く認められる使用方法であるかどうかによって、判断します。 
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ア 「目的に支障を及ぼさない範囲の使用方法である」かどうかについては、法定外公

共物（河川）の正常な機能を阻害しないかどうか、その正常な機能を維持するための

管理上の問題が生じるおそれがないかどうかによって、判断します。 

イ 法定外公共物（河川）の「正常な機能」とは、その目的に応じて設定された計画高

水流量や必要貯留量等の治水上の機能、各種用水の取水等の利水上の機能、生物多様

性の保全や景観形成等の環境保全上の機能をいいます。 

ウ 法定外公共物（河川）の正常な機能を阻害しないかどうかについては、使用する法

定外公共物（河川）の位置、占用の目的となる工作物（以下「占用工作物」という。）

の有無、占用工作物の規模及び構造、河川整備計画等との整合性、現在の利用状況や

自然的・社会的環境等を考慮して、治水上、利水上、環境保全上の機能に支障が生じ

ないかどうかを判断するものとします。 

エ 占用工作物を設置する場合は、設置する法定外公共物（河川）の治水上の機能を阻

害する位置、規模・構造等であっても、その法定外公共物（河川）の治水上の機能に

応じて管理者が指定する条件（気象警報の発令状況、総雨量、河川水位等）に到達す

るまでに、占用工作物の撤去が可能であることが客観的に認められる場合には、支障

が無いものと判断します。 

オ 「管理者が指定する条件に到達するまでに占用工作物の撤去が可能であることが客

観的に認められる場合」とは、管理者が指定する条件下において法定外公共物（河

川）の計画高水位以下の土地に占用工作物が存在しない状態にするために、撤去対象

とする占用工作物の位置、規模・構造等を考慮して、３時間以内に撤去完了が可能な

作業体制が確保されている状態をいいます。 

カ 占用工作物を設置する法定外公共物（河川）が、湖沼、ため池その他の水面である

場合には、エ及びオに掲げる事項のほか、占用工作物が水面に浮くことで水位の変動

に対応でき、かつ流出しない構造であるものについては、治水上の機能に支障が無い

ものと判断します。 

キ 占用工作物を設置する法定外公共物（河川）がため池であって、かつ貯留機能を有

するものに限っては、エからカに掲げる事項のほか、貯留可能容量に余裕があり占用

工作物を設置しても必要貯留量を阻害しない場合には、治水上の機能に支障がないも

のと判断します。 

ク 「必要貯留量」とは、特定都市河川浸水被害対策法に基づく雨水浸透阻害行為等の

ための雨水貯留浸透施設設計・施工技術指針に基づき算出された貯留量、または開発

許可等に関する手引き（技術基準）で算出された貯留量をいいます。 

ケ 法定外公共物（河川）の正常な機能を維持するための管理上の問題が生じるおそれ

がないかどうかについては、その使用方法による管理施設への影響や出水時の水位上

昇による影響、水防活動への影響等について考慮し、管理上の支障の有無を判断しま

す。 
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コ 管理上の支障の有無は、使用する法定外公共物（河川）の位置、占用工作物の有

無、占用工作物の規模や構造等によって、堤防付近の流水の流速が従前と比べて著し

く早くなる状況を発生させないかどうか、洪水時の流出等で管理施設を損傷させない

かどうか、水衝部や計画堤防内、管理施設や他の占用工作物付近、地質的にぜい弱な

場所を使用しないかどうか、使用する法定外公共物（河川）が水路の場合は、水路の

縦断方向に設けないものであるかどうか、許可を受けて使用する者の責任において、

土地及び占用工作物の適正な管理を行う体制が確保されているかどうかによって、判

断するものとします。 

サ 「適正な管理を行う体制が確保されている」とは、使用する土地の区域内につい

て、その法定外公共物（河川）の状況や使用方法を勘案し、適切な時期に巡視を行

い、草刈り、障害物の処分その他の機能を維持するための管理上の必要な措置、及び

土地の区域内の利用者等（利用者、一般公衆及び近隣住民を含む）の緊急時の避難誘

導等の安全確保を行う体制及び方法が具体的に示され、その履行が確保されている状

態をいいます。 

シ 使用する土地の区域及び占用工作物を、他の営業活動を行う事業者等に使用させる

場合は、許可を受けて使用する者と他の営業活動を行う事業者等との間で使用契約を

締結し、許可を受けて使用する者の責任において指導監督を行うことが可能であるか

どうかについて、判断します。 

ス 「地域社会のニーズへの対応としてその必要性が広く認められる使用方法である」

かどうかについては、使用する法定外公共物（河川）において、民間事業者等による

多様な利用の推進を図る必要性があるかどうか、法定外公共物（河川）の土地を民間

の営業活動で使用することの公益性が認められるかどうかによって、判断します。 

セ 民間事業者等による多様な利用の推進を図る必要性があるかどうかは、その法定外

公共物（河川）の利用の実態、周辺の土地利用状況、民間事業者や地域の意向を総合

的に考慮して、市がその法定外公共物（河川）の「公共用物」としての使用の在り方

を検討し、民間の資金やノウハウの活用を図る必要があると決定している状態をいい

ます。 

ソ 民間の資金やノウハウの活用を図る必要があると決定しているかどうかについて

は、使用する法定外公共物（河川）が、静岡市法定外公共物（河川）土地利活用事業

実施要綱に基づく「民間活用等推進区域」に指定されているかどうかによって、判断

するものとします。 

タ 法定外公共物（河川）の土地を民間の営業活動で使用することの公益性が認められ

るかどうかについては、その法定外公共物（河川）の周辺地域における課題やその使

用が周辺地域に及ぼす影響等を考慮して、課題解決や住民の利便に資する使用方法で

あるどうかによって、判断するものとします。 

チ 地域課題の解決や住民の利便に資する使用方法であるかどうかについては、静岡市
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法定外公共物（河川）土地利活用事業実施要綱に基づく「土地利活用方針」に沿った

使用方法であること、住民説明会等において、その使用方法についての地域の合意形

成が図られていることを要します。 

ツ 使用する法定外公共物（河川）において、他の公共性の高い事業のための使用の計

画が確定している場合には、当該事業の実施に支障を及ぼさない使用方法であるかど

うかを判断します。 

 


